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定 例 会 議 会 議 録

開 催 日 時 令和３年７月１４日（水）午前１０時００分 ～ 午後０時１０分

開 催 場 所 公安委員会室、特別会議室

『 全 体 会 議 』 議 題 ・ 要 旨区 分

１ 女性活躍推進法に基づく取組の公表について【報 告 事項 】

警務部長から 「平成２８年４月に施行された「女性の職業生活における活躍、

の推進に関する法律」により、女性の職場における活躍の推進のため、数値目標

を盛り込んだ女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（特

定事業主行動計画）の策定と毎年の計画に基づく取組状況及び女性の職業生活に

おける活躍に関する情報の公表が、警察本部長を含む国、地方公共団体の機関の

長等に対し義務付けられている。女性活躍に向けた数値目標について、宮城県警

察では、平成２８年４月１日から令和３年３月３１日までの５年間を計画期間と

して「宮城県警察におけるワークライフバランス等の推進のための行動計画」を

策定し、女性の活躍にかかる各種取組を実施してきたところであるが、計画期限

の満了を踏まえ、本年４月に数値目標の変更等の内容の更新を行い、現在、４つ

の数値目標を掲げながら更なる取組を推進している。現在の状況は、①警察官総

定員に占める女性警察官の割合（目標：１２％）が１０．３％、②男性職員の育

児休業取得率（目標：１０％）が２．４％、③配偶者出産休暇と育児参加のため

の休暇取得率（目標：それぞれ１００％）が９０．７％と８５．９％、④職員の

年次有給休暇の平均取得日数（目標：１４日以上）が１１．１日であり、いずれ

も当初の計画を策定した平成２８年当時と比較すれば一定の進捗が認められる。

また、これまでの女性活躍に向けた取組については、①仮眠室、トイレ等女性利

用施設の改修、整備等による環境整備、②育児参加計画書の作成による男性職員

の育児参加促進等、③オンラインによる女性職員の座談会の開催等ハード、ソフ

ト両面に関する取組を推進した。

女性の活躍推進は、日々多様化する警察事象に柔軟に対応できる組織力、警察

力を強化するための組織戦略の１つであることを念頭に置き、今後も引き続き、

取り組んでいく。公表内容については、県警ホームページに掲載し公表する予定

である 」旨の報告を行った。。

委 員：警察という特殊な職業の現場執行力を考えると、男性の育児休業取

得率が１０％以上という目標に無理はないのか。

、 、警務部長：アンケートを実施した際に 実際に育児休業を取得した者のほかに

取得を希望したが取得出来なかった者を合わせると約１０％となっ

た。業務の分担等厳しい状況もあると思うが、希望がある場合には

取得できるよう目標を設定した。

委 員：希望がある場合にはぜひ取得奨励願いたい。逆に、目標を設定した

ために無理矢理取得しなければならないというような状況にならな

いようにしていただきたい。

２ 特殊詐欺対策について（上半期）

生活安全部長から 「特殊詐欺の認知状況について、令和３年６月末現在、、

８６件（前年同期比－５件 、被害金額、約１億７７５万円（同－３，４９５）

万円）である。認知件数、被害金額ともに減少傾向であるが、その約７割が高

齢者の被害である。また 「オレオレ詐欺」が半年振りに発生し、６月中に６、

件認知している。抑止対策について、県警ホームページやマスコミを活用した

。 、 、広報啓発活動を推進している また 本年６月１６日から申請受付を開始した

特殊詐欺電話撃退装置補助金交付事業は、マスコミにも大きく取り上げられて

いるほか、同撃退装置の貸出し事業については、６月末現在でその約７割が稼

働状況にある。金融機関やコンビニエンスストア等との連携による水際対策に

ついては、今後とも引き続き関係機関等の協力を得ながら、更なる被害防止対

策に取り組んでいく 」旨の報告があった。。
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刑事部長から 「令和３年６月末現在の検挙状況について、実行犯の検挙件、

数、３７件（前年同期比＋８件 、検挙人員１２人（同－４人）である。助長）

犯罪の検挙については、例年と比較し低調であるため、その原因を検証し、下

半期は力を入れて取り組んでいく。検挙手口の大半がキャッシュカードを狙っ

た「預貯金詐欺」及び「キャッシュカード詐欺盗」である。今後も、予兆電話

に対する素早い立ち上がりと警戒、警らを徹底し、被疑者に対する積極的な職

務質問を実施するとともに、取り調べや証拠品の精査を行い、組織上部の被疑

者への突き上げ捜査等に取り組んでいく。また、犯罪に使用された固定電話の

利用制限措置、口座の凍結など犯行ツール対策も徹底する。今後も、生活安全

、 、 。」部と連携し 被害抑止と犯人検挙の両輪で 特殊詐欺の撲滅を目指していく

旨の報告があった 」。

株主総会特別警戒の実施結果について３

（ ） 、組織犯罪対策局長から、「令和３年６月１日（火）から６月３０日 水 まで

組織犯罪対策局長を長とする「株主総会特別警戒取締本部」を設置し、特別警

戒を実施した。株主総会開催前に情報収集に努めたほか、企業からの警察への

警戒要請に基づき株主総会での警戒を行った。今年は、新型コロナウイルスの

影響により、総会の延期や、規模を縮小して開催する企業も見られた。期間中

に警戒要請を受けた企業に対し、警察官を派遣し警戒を実施したが、いずれの

株主総会当日における検挙、トラブル等の発生はなく、総会屋等の出席も確認

されなかった。特別警戒期間は過ぎたが、８月中における総会も予定されてい

ることから、引き続き対象企業と連携の上対応する 」旨の報告があった。。

４ 令和３年上半期における交通事故発生状況等について

交通部長から 「令和３年上半期における宮城県内の交通事故発生状況につ、

いて、発生件数は１，９９２件（前年同期比－１８６件 、負傷者数は２，３）

（ ） 。 、 、７７人 同－２９３人 である 死者数は１９人で 過去５年の上半期のうち

平成２９年に次いで少ない数字となっている。発生件数、死者数ともに減少し

た要因として、年当初から関係機関と連携した、ルールとマナーの向上に向け

た広報啓発の実施、速度違反等の交通違反取締りを強化したものによると考え

ている。交通死亡事故の主な特徴として、高齢者（６５歳以上）事故が多く、

前年と比較し減少したものの、死者数全体の６割以上を占めており、特に歩行

者事故６名のうち５名が高齢者であり、８割を占めている。また、自車線はみ

出しによる交通事故死者数は７名であり、前年と比較し減少したものの、死者

数全体の約４割を占めている。下半期に向け、７月から９月にかけて車線逸脱

事故等が多発する傾向にあるため、夏の交通事故防止七夕運動を展開し、多発

する車線逸脱事故の抑止に努めていく 」旨の報告があった。。

５ 東京２０２０大会サッカー競技警備について

、「 、 、警備部長から 宮城県において ７月２１日から７月３１日の間の６日間

利府町内「宮城スタジアム」においてサッカー競技が計１０試合実施される予

定である。今大会では、最大１万人の観客を入場させることが出来るが、１万

人となる試合は、試合のある６日間のうち２日間のみである。警察本部長を長

「 」 、 ， 。とする 総合警備実施本部 を設置し 約１ ２００人の体制で警備に当たる

警備上の留意事項として、今大会は、コロナ下において開催される初めての

国際的な大規模イベントであり、他県においては無観客での開催となる中、本

県では有観客で開催されるほか、７月２３日の開会式に先立ち開催されること

となるため、世界的に注目を浴びる重要な競技であると認識し、組織委員会の

大会関係機関と連携し、選手、大会関係者、観客の安全確保及び大会の円滑な

進行の確保に努めていく。また、当県での有観客開催に反対する世論もあるこ

とから、会場内外での様々なトラブルの発生が予想されるため、主催者側と連

携を図り、トラブルの未然防止、テロ等違法行為の未然防止を図っていく。さ

らに、主催者側警備と連携した警備による事故防止、適切な交通規制と円滑な
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交通を確保し、観客の雑踏事故防止及び適切な交通対策を図っていく 」旨の。

報告を行った。

委 員：オリンピック・パラリンピックの開催が決定してから、サイバー

攻撃が激化しており、警察も脆弱な部分を攻撃される可能性があ

ると思われるが、対策についてはどの程度出来ているのか。

警備部長：昨年来より、県内のライフライン等重要インフラ事業者やオリン

ピック・パラリンピック関係事業者に直接、警察官が出向き、最

新の手口等を指導しながら、実際に発生した場合における方法、

手段を訓練を通じ伝授している。また、外部から第三者の侵入に

より被害を受ける可能性もあることから、外部からの侵入措置対

策についても対応を依頼している。現在、県内において具体的な

動向は確認されていない状況である。
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『 個 別 審 議 等 会 議 』区 分

総 務 課【決 裁 事項 】 １ 行政文書部分開示決定に対する審査請求に係る裁決案につい

て

総務課企画官から、令和２年３月２４日受理の行政文書部分

、開示決定に対する審査請求に係る裁決案について説明がなされ

審議の上、決裁が行われた。

総 務 課２ 審査請求書の受理について

総務課企画官から、令和３年７月７日受理の個人情報開示請

求却下に対する審査請求について説明がなされ、審議の上、決

裁が行われた。

監 察 課３ 審査請求の受理について（２件）

監察課管理官から、運転免許証更新処分に係る審査請求並び

に放置違反金納付命令及び放置違反金の納付の督促に係る審査

、 、 。請求の受理について説明がなされ 審議の上 決裁が行われた

監 察 課４ 審査請求の裁決案について

監察課管理官から、運転免許取消処分に係る審査請求の裁決

案について説明がなされ、審議の上、決裁が行われた。

生活安全企画課５ 古物商に対する営業停止命令の実施について

生活安全企画課長から、古物商に対する営業停止命令の実施

ついて説明がなされ、審議の上、決裁が行われた。

公 安 課６ 警察職員の援助要求に対する同意について

公安課管理官から、警察職員の援助要求に対する同意につい

て説明がなされ、審議の上、決裁が行われた。

警 備 課７ 警察職員の援助要求について

警備課管理官から、警察職員の援助要求について説明がなさ

れ、審議の上、決裁が行われた。

運転教育課８ 道路交通法の規定に基づく意見の聴取等

交通聴聞官から、運転免許取消処分に係る意見の聴取等の結

、 、 、 。果 １２件の報告と説明がなされ 審議の上 量定が行われた

交通指導課【報 告 事項 】 １ 令和２年度決算に基づく放置違反金収入未済縮減状況等につ

いて

「令和２年度末の放置違反金交通事故事件捜査指導官から、

の収入未済は３２６件、４６４万８，０００円（うち令和２年
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度発生分については、１４１件、２０１万３，０００円）であ

、 、 ． （ 、り 未済率は ０ ２７％ うち令和２年度発生分については

２．６１％）であった。縮減状況としては、未済金額が前年比

－６４万５，５００円（－１２．２Ｐ）であった。今後も、自

主納付を促す電話催促強化、臨戸訪問による現金徴収の強化、

財産調査の徹底と預貯金債権差押えの継続実施、コビニエンス

ストア収納等の違反金収納拡大に向けた取組を推進し、収入未

済縮減に努めていく 」旨の報告があった。。


